
 

 

○あきる野市私立幼稚園等園児保護者に対する補助金交付要綱 

平成２８年６月２４日 

通達第２４号 

あきる野市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱（平成７年あきる野市通達第１４号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、私立幼稚園若しくは幼稚園類似の幼児施設（特定教育・保育施設に該当するものを除

く。以下「私立幼稚園等」という。）に在籍する幼児の保護者又は私立の特定教育・保育施設に在籍する

小学校就学前子どもの保護者（以下「支給認定保護者」という。）に対して補助金を交付するに当たり、

あきる野市補助金等交付規則（平成７年あきる野市規則第２９号）に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 私立幼稚園 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に定める私立の幼稚園をいう。 

（２） 特別支援学校幼稚部 学校教育法第７２条に規定する特別支援学校の幼稚部をいう。 

（３） 幼稚園類似の幼児施設 東京都知事が認定する施設又は別表第１の基準におおむね該当する幼稚

園類似の幼児施設で市長が特に必要と認めるものをいう。 

（４） 幼児 毎年度４月１日現在の３歳児（当該年度の途中で満３歳に達する者を含む。以下同じ。）、

４歳児及び５歳児をいう。 

（５） 保育所 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３９条第１項に規定する保育所をいう。 

（６） 認定こども園 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成

１８年法律第７７号）に定める施設をいう。 

（７） 幼稚園等 私立幼稚園、特別支援学校幼稚部、保育所、認定こども園又は情緒障害児短期治療施

設通所部をいう（児童発達支援及び医療型児童発達支援の利用を含む。）。 

（８） 私立の特定教育・保育施設 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「支援法」

という。）第２７条に定める施設のうち国及び地方公共団体以外の者が設置する施設をいう。 

（９） 情緒障害児短期治療施設通所部 児童福祉法第４３条の２に定める情緒障害児短期治療施設のう

ち、通所により情緒障害を治すこと等を目的とした施設をいう。 

（１０） 小学校就学前子ども 支援法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもとして支援法

第２０条第４項に定める認定を受けた幼児（以下「１号認定子ども」という。）をいう。ただし、支援

法第２８条第１項の定めにより特例施設型給付費を支給される場合には、これらの者を含む（１号認定

子どもに適用される利用者負担額が適用される場合に限る。）。 

（１１） 利用者負担額 支援法第２７条第３項第２号又は第２８条第２項各号に掲げる額をいう。 

（１２） 特定負担額 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準（平成２６年内

閣府令第３９号）第１３条第３項に定める額をいう。 

（１３） 保護者 幼児と同一の世帯に属し、私立幼稚園等又は私立の特定教育・保育施設に保育料又は

利用者負担額を納入する義務を負っている者をいう。 

（１４） ひとり親世帯等 保護者又は保護者と同一の世帯に属する者が次のアからキまでのいずれかに

該当する世帯 

ア 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）の規定による配偶者のない者で現に

児童を扶養しているもの 

イ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定により身体障害者手帳の交

付を受けた者（在宅の者に限る。） 

ウ 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日付け厚生省発児第１５６号）の規定により療育手帳の交

付を受けた者（在宅の者に限る。） 

エ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条第２項の規定に

より精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者（在宅の者に限る。） 

オ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）に定める特別児童扶養手当

の支給対象児童（在宅の者に限る。） 

カ 国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）に定める国民年金の障害基礎年金の受給者その他適当な

者（在宅の者に限る。） 

キ 市長が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に規定する要保護者に準ずる程度に

困窮していると認める者 

（１５） 児童発達支援 児童福祉法第６条の２の２第２項に定める支援をいう。 

（１６） 医療型児童発達支援 児童福祉法第６条の２の２第３項に定める支援をいう。 

（１７） 特例保育 支援法第３０条第１項第４号に定める特例保育をいう。 

（１８） 家庭的保育事業等 児童福祉法第２４条第２項に定める家庭的保育事業等（家庭的保育事業、

小規模保育事業、居宅訪問型保育事業又は事業所内保育事業）をいう。 
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（補助金の名称） 

第３条 補助金の名称は、あきる野市私立幼稚園就園奨励費補助金（以下「就園奨励費補助金」という。）

及びあきる野市私立幼稚園等園児保護者負担軽減費補助金（以下「園児保護者負担軽減費補助金」という。）

とする。 

（補助対象者） 

第４条 補助対象者は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める者とする。 

（１） 就園奨励費補助金 市内に住所を有し、私立幼稚園に在園する幼児の保護者 

（２） 園児保護者負担軽減費補助金 市内に住所を有し、次のア又はイのいずれかに該当する者。ただ

し、保護者が他の地方公共団体から同種の補助金の交付を受けている期間は、補助対象者としない。 

ア 私立幼稚園等に在籍する幼児（学校教育法第１８条の規定により、就学させる義務を猶予又は免除

された保護者の子が私立幼稚園等又は私立の特定教育・保育施設に通園している場合には、これらの

者を含む。）の保護者で、保育料及びその他の納付金を納入したもの 

イ あきる野市が認定した支給認定保護者で、利用者負担額及び特定負担額を納入したもの 

（補助金額） 

第５条 補助金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

（１） 就園奨励費補助金 別表第２に定める補助限度額の範囲内の額。ただし、次に掲げる場合は、別

表第３に定める補助限度額の範囲内の額とする。 

ア 当該年度に納付すべき区市町村民税の所得割額（住宅借入金等特別税額控除、配当控除、外国税額

控除及び寄附金税額控除の適用前の額とし、世帯構成員中２人以上に所得がある場合については、所

得割額の合計額とする。以下同じ。）が７７，１０１円以上となる世帯で、保護者と同一の世帯に属

し、生計を一にする小学校１年生から３年生までの兄又は姉がいるとき。 

イ 当該年度に納付すべき区市町村民税の所得割額が７７，１００円以下となる世帯で、保護者と生計

を一にする小学校１年生以上の兄又は姉がいるとき。 

（２） 園児保護者負担軽減費補助金 園児１人につき別表第４に定める補助金額。ただし、幼稚園類似

の幼児施設のうち、東京都知事が認定していない施設で市長が特に必要と認めるものは、別表第４の世

帯区分５の補助金額とする。 

２ 前項の区市町村民税の所得割額は、婚姻によらないでひとり親となった者で現に婚姻（婚姻の届出をし

ていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。）をしていないものが、児童扶養手当を受

給しているときは、寡婦（夫）控除の適用があるものとみなして一般の寡婦（夫）又は特別の寡婦に該当

する控除額を所得控除額に加えて算出した額とする。 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする保護者（以下「申請者」という。）は、あきる野市私立幼稚園等園

児保護者に対する補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に申請しなければな

らない。 

（１） 申請者の属する世帯全員の区市町村民税の額を証明する書類。ただし、公簿により市民税の課税

状況を確認できる場合であって、市長がその事実を確認することについて申請者が同意したときは、当

該書類の提出を要しない。 

（２） その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による申請は、毎年度９月１５日までに行わなければならない。ただし、９月１５日を過ぎ

てから入園し、又は他の区市町村から転入し、入園した場合は、当該年度内において速やかに申請しなけ

ればならない。 

（交付決定等） 

第７条 市長は、前条第１項の規定による申請を受けた場合において、その内容を審査し、交付することと

決定したときはあきる野市私立幼稚園等園児保護者に対する補助金交付決定通知書（様式第２号）により、

交付しないことと決定したときはあきる野市私立幼稚園等園児保護者に対する補助金不交付決定通知書

（様式第３号）により申請者に通知するものとする。 

（交付請求） 

第８条 補助金の交付決定を受けた保護者は、速やかにあきる野市私立幼稚園等園児保護者に対する補助金

交付請求書（様式第４号）により市長に請求しなければならない。 

（交付請求の委任） 

第９条 補助金の交付を受けようとする保護者は、交付請求に関する事務を市長が指定する者に委任するこ

とができる。この場合において、保護者は、補助金の交付申請を行うときに、委任状を市長に提出しなけ

ればならない。 

（交付） 

第１０条 市長は、第８条の規定による請求を受けたときは、速やかに補助金を交付する。 

（補助金に関する報告等） 

第１１条 市長は、補助金に関し必要と認めるときは、補助金の交付を受けた保護者に対し報告を求め、又



 

 

は調査することができる。 

（決定の取消し） 

第１２条 市長は、保護者が偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたときは、補助金の交付決定

の全部又は一部を取り消すことができる。 

（補助金の返還） 

第１３条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既に補助金が交付され

ているときは、期限を定めてその返還を命じなければならない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、通達の日から施行し、改正後のあきる野市私立幼稚園等園児保護者に対する補助金交付要

綱の規定は、平成２８年度の補助金から適用する。 

（あきる野市私立幼稚園等園児保護者負担軽減費補助金交付要綱の廃止） 

２ あきる野市私立幼稚園等園児保護者負担軽減費補助金交付要綱（平成７年あきる野市通達第１５号）は、

廃止する。 

（経過措置） 

３ この要綱の施行の前に前項の規定による廃止前のあきる野市私立幼稚園等園児保護者負担軽減費補助金

交付要綱の規定に基づきなされた処分、手続その他の行為は、この要綱の相当規定によりなされたものと

みなす。 

別表第１（第２条関係） 

幼稚園類似の幼児施設の基準 

１ 施設の設置目的 

幼稚園教育を行うことを目的として設置された施設であること。 

２ 公開性の原則 

入園児について、企業内雇用者又は公社・公団等の団地住民の幼児のみを対象とするなど、一部特定

の幼児に制限することのない施設であること。 

３ 教育内容 

幼稚園教育要領（平成２０年文部科学省告示第２６号）に規定する健康、人間関係、環境、言葉及び

表現の５領域を教育内容としている施設であること。 

４ 入園資格 

満３歳から小学校就学の始期に達するまでの者とする。 

５ １学級の幼児数 

１学級の幼児数は、３５人以下を原則とする。 

６ 学級の編制 

学級は、学年の初めの日の前日において、同じ年齢にある幼児で編制することを原則とする。 

７ 教諭 

施設の長のほか、学級ごとに少なくとも、専任の教諭（教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）

に定める幼稚園教諭免許状を所有する者）１人を置かなければならない。 

８ 教育週数 

毎学年の教育週数は、特別な事情がある場合を除き、３９週を下回らないことを原則とする。 

９ 教育時間 

教育時間は、１日４時間を標準とする。 

１０ 施設及び設備 

（１） 施設及び設備に関し、少なくとも次に掲げるものを備えていること。 

ア 保育室 

イ 便所 

ウ 保健設備、飲料水用設備、手洗用設備及び足洗用設備 

（２） 保育室の数は、学級数を下回らないことを原則とする。 

１１ 園則 

少なくとも次に掲げる事項を記載した園則を設けていること。 

（１） 修業年限、学年、学期及び教育を行わない日に関する事項 

（２） 教育課程及び教育週数に関する事項 

（３） 収容定員及び教職員組織に関する事項 

（４） 入園、退園、転園、休園及び卒園に関する事項 

（５） 入園料、保育料その他の費用徴収に関する事項 

 

 

 



 

 

別表第２（第５条関係） 

（単位：円） 

世帯区分 補

助

対

象

経

費 

補助限度額（年額） 

（１） １人だけ就園し

ている場合の園児及び

同一世帯から２人以上

幼稚園等に就園してい

る場合の最年長園児 

（２） 同一世帯から２

人以上幼稚園等に就園

している場合の次年長

園児 

（３） 同一世帯から３

人以上幼稚園等に就

園している場合の

（１）及び（２）以外

の園児 

１ 生活保護法の規定

による保護を受けて

いる世帯 

入

園

料

及

び

保

育

料 

３０８，０００ ３０８，０００ ３０８，０００ 

２ 当該年度に納付す

べき区市町村民税の

所得割が非課税とな

る世帯 

２７２，０００ 

（３０８，０００） 

２９０，０００ 

（３０８，０００） 

３０８，０００ 

３ 当該年度に納付す

べき区市町村民税の

所得割額が７７，１

００円以下となる世

帯 

１１５，２００ 

（２１７，０００） 

２１１，０００ 

（３０８，０００） 

３０８，０００ 

４ 当該年度に納付す

べき区市町村民税の

所得割額が２１１，

２００円以下となる

世帯 

６２，２００ １８５，０００ ３０８，０００ 

５ 上記世帯区分以外

の世帯 

― １５４，０００ ３０８，０００ 

備考 

１ 世帯区分が２又は３に該当する世帯がひとり親世帯等の場合における補助限度額（年額）の（１）

及び（２）の額は、この表の括弧内の額とする。 

２ 他の地方公共団体から同種の補助金の交付を受けることができる場合は、その額を除いた額を補助

限度額（年額）とする。 

３ 備考２に該当する場合以外で園児が私立幼稚園を年度途中で入園又は退園をする場合における補助

限度額（年額）は、この表の額×（保育料の支払月数＋３）÷１５により算定して得た額（１００円

未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た額）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表第３（第５条関係） 

（単位：円） 

世帯区分 補

助

対

象

経

費 

補助限度額（年額） 

（１） 小学校１年生から

３年生まで（世帯区分が

１から３までに該当する

世帯にあっては、小学校

１年生以上）の兄又は姉

を１人有しており、就園

している場合の最年長園

児 

（２） 小学校１年生から３年生まで（世帯区

分が１から３までに該当する世帯にあって

は、小学校１年生以上）の兄又は姉を１人有

しており、同一世帯から２人以上幼稚園等に

就園している場合の（１）以外の園児及び小

学校１年生から３年生まで（世帯区分が１か

ら３までに該当する世帯にあっては、小学校

１年生以上）に兄又は姉を２人以上有してい

る園児 

１ 生活保護法の規定

による保護を受けて

いる世帯 

入

園

料

及

び

保

育

料 

３０８，０００ ３０８，０００ 

２ 当該年度に納付す

べき区市町村民税の

所得割が非課税とな

る世帯 

２９０，０００ 

（３０８，０００） 

３０８，０００ 

３ 当該年度に納付す

べき区市町村民税の

所得割額が７７，１

００円以下となる世

帯 

２１１，０００ 

（３０８，０００） 

３０８，０００ 

４ 当該年度に納付す

べき区市町村民税の

所得割額が２１１，

２００円以下となる

世帯 

１８５，０００ ３０８，０００ 

５ 上記世帯区分以外

の世帯 

１５４，０００ ３０８，０００ 

備考 

１ この表において小学校１年生から３年生までとは、就学免除等により小学校に就学していない場合

等であっても、小学校１年生から３年生までの就学年齢と同一年齢である兄又は姉を有する園児につ

いては、小学校１年生から３年生までに兄又は姉を有する園児とみなす。なお、小学校１年生から３

年生までに就学している場合であっても、当該就学年齢を超えて就学している兄又は姉を有する園児

については、小学校１年生から３年生までに兄又は姉を有する園児から除く。 

２ 世帯区分が２又は３に該当する世帯がひとり親世帯等の場合における補助限度額（年額）の（１）

の額は、この表の括弧内の額とする。 

３ 他の地方公共団体から同種の補助金の交付を受けることができる場合は、その額を除いた額を補助

限度額（年額）とする。 

４ 備考３に該当する場合以外で園児が私立幼稚園を年度途中で入園又は退園をする場合における補助

限度額（年額）は、この表の額×（保育料の支払月数＋３）÷１５により算定して得た額（１００円

未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た額）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表第４（第５条関係） 

（単位：円） 

世帯区分 補助金額（月額） 

（１） １人在籍の

場合及び同一世帯

から２人以上在籍

している場合の最

年長の幼児 

（２） 次のいずれかに該当する幼児 

ア 幼稚園、特別支援学校幼稚部、幼稚園類似の幼

児施設、保育所（東京都認証保育所を含む。）又

は認定こども園に在籍する兄又は姉を有する幼

児 

イ 小学校１年生から３年生まで（世帯区分が１又

は２に該当する世帯にあっては、小学校１年生以

上）の兄又は姉を有する幼児（小学校就学前子ど

もについては、支援法第１９条第１項第１号に該

当する者に限る。） 

ウ 情緒障害児短期治療施設通所部に入所又は児

童発達支援若しくは医療型児童発達支援を利用

する就学前児童の兄又は姉を有する幼児 

エ 特例保育を受ける就学前児童の兄又は姉を有

する幼児 

オ 家庭的保育事業等による保育を受ける就学前

児童の兄又は姉を有する幼児 

１ 生活保護法の規定による

保護を受けている世帯及び

当該年度に納付すべき区市

町村民税の所得割が非課税

の世帯 

９，６００ ９，６００ 

２ 当該年度に納付すべき区

市町村民税の所得割額が７

７，１００円以下となる世帯 

７，９００ 

（９，６００） 

９，６００ 

３ 当該年度に納付すべき区

市町村民税の所得割額が２

１１，２００円以下となる世

帯 

６，９００ ９，０００ 

４ 当該年度に納付すべき区

市町村民税の所得割額が２

５６，３００円以下となる世

帯 

５，８００ ８，４００ 

５ 上記世帯区分以外の世帯

及び第５条第１項第２号た

だし書に規定する施設に幼

児が在籍する世帯 

３，４００ ３，４００ 

備考 世帯区分が２に該当する世帯がひとり親世帯等の場合における補助金額（月額）の（１）の額は、

この表の括弧内の額とする。 


